























































　第 2 節　中間団体の禁止のベクトルについて 










芸アカデミー（Académie des Inscriptions et Belles-Lettres）や科学アカデ








　このような性格を持つアカデミーは、1793年 8 月 8 日＝14日の「国家によ
って許可されたあるいは許可を与えられたあらゆるアカデミーと文学団体の
廃止に関するデクレ」 （Décret portant suppression de toutes les académies 
et sociétés littéraires,  patentées ou dotées par la nation
（ 4 ）
）によって廃止さ






























































































































。最終的に国民公会は、提案されたデクレの第 1 条〜第 7 条の内












　1793年 8 月24日、国民公会は割引銀行（Caisse d’escompte）、生命保険会

























































































































（faculté des arts）を構成する四つのナシオン（nation）と神学部（faculté 
































けていた。1789年 8 月 4 日の封建的権利廃止の宣言による十分の一税などの
多くのコレージュの財源の廃止、89年11月 2 日に聖職者の団体と共にコレー











を廃止する「公教育の漸進的三段階を設立するデクレ」（Décret qui établit 






























































































































































































































エス（Sieyès, Emmanuel Joseph）と結んで99年11月 9 日の「ブリューメル





「共和暦Ⅷ年フリメールの共和国統領の布告」（Proclamation des Consuls 






























































amis de la Constitution）に名称を変更する。その当時の主なメンバーは















































































協会の名で知られている集合体を解散するデクレ」（Décret qui dissout les 





















　一方このデクレの 4 年前、1791年 4 月26日にパリ市とパリ県から立法議会






































る場合を定める市民の請願権に関するデクレ」（Décret relatif au droit de 















































































































禁止する法律」（Loi qui défend provisoirement les sociétés particulières 









































































































































































　そして、1810年 2 月 6 日の議会においてベルリエール伯爵（le comte Be-
rlier）は「公共の平穏に対する重罪と軽罪」に関するコンセイユ・デタの刑










　1810年 2 月16日、立法府の民事・刑事立法委員会名でノアイユ （Noaille） 

























































































































ヶ月以上 3 カ月以下の禁錮に加えて首謀者あるいは扇動者に対しては 2 年か
ら 5 年の禁錮刑を規定する。そして、第416条では「本条と前条の場合にお









































































に、労働者側に対しては従来の 1 ヶ月〜 3 ヶ月の禁固刑、更に首謀者には 2
















































































































































登場するのは、1791年 6 月14日のル・シャプリエ法、1791年 9 月27日の商業
会議所廃止のデクレ、1792年 8 月18日の在俗修道会廃止のデクレ、1793年 8
月 8 日のアカデミー廃止のデクレにおいてであり、1791年から93年にかけて
の約 2 年間に過ぎない。1793年 8 月24日の株式会社の廃止に関するデクレ、
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　　請願のデクレ案第 3 条の「従って」以下の原文は次の通り。En conséquence les 
collèges de plein exercice, et les facultés de théologie, de médecine, des arts, et de 
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